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様式第六

変更認定事業再構築計画の内容の公表

１．認定した年月日 平成１６年８月２０日

２．変更認定事業者名 箱根登山鉄道株式会社

３．変更後の認定事業再構築計画の目標

（変更前）

バス事業を分社化（箱根登山バス㈱）し、不採算事業の再編、撤退を進めるこ
とにより、平成１３年度に比し、事業再構築計画最終年度の平成１６年度には、
自己資本利益率をマイナスから８％程度まで向上させる。

（変更後）
バス事業を分社化（箱根登山バス㈱）し、不採算事業の再編、撤退を進め、増

資と減損会計の適用による財務体質強化を図るとともに、箱根登山鉄道㈱を会社
分割し、新設する事業会社（箱根登山鉄道㈱）への鉄道事業他の事業の承継及び
分割会社（小田急箱根ホールディングス㈱）の箱根地区における純粋持ち株会社
化による事業再編を実施することで、平成１３年度に比し、事業再構築計画最終
年度の平成１７年度末には、自己資本利益率をマイナスから２％程度まで向上さ
せる。

４．変更後の事業再構築計画の内容

（１）事業再構築に関わる事業の内容

変 更 前 変 更 後

中核的事業：旅客自動車運送事業およ 中核的事業：旅客自動車運送事業およ

び鉄道事業 び鉄道事業

選定理由：箱根登山鉄道㈱はこれまで 選定理由：箱根登山鉄道㈱はこれまで

鉄道事業と旅客自動車運送事業を一体 鉄道事業と旅客自動車運送事業を一体

的に経営し、箱根周遊券の発売等の営 的に経営し、箱根周遊券の発売等の営

業努力のほか、鉄道事業における輸送 業努力のほか、鉄道事業における輸送

力の増強、バス路線の新設、増強、不 力の増強、バス路線の新設、増強、不

採算路線の廃止等の経営改善を図って 採算路線の廃止等の経営改善を図って

きた。しかし、長期的な景気低迷やマ きた。しかし、長期的な景気低迷やマ

イカーとの競合の影響を受け、輸送人 イカーとの競合の影響を受け、輸送人

員が年々減少しているほか、旅客自動 員が年々減少しているほか、旅客自動

車運送事業における需給調整撤廃によ 車運送事業における需給調整撤廃によ

、る企業間競争の激化も予想されるな る企業間競争の激化も予想されるなど

ど、経営環境は厳しい状況にある。 経営環境は厳しい状況にある。
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そこで、今後とも地元住民や観光客 そこで、今後とも地元住民や観光客

、の足としてより良いサービスを提供 の足としてより良いサービスを提供し

し その社会的使命を果たすとともに その社会的使命を果たすとともに、経、 、

経営基盤の一層の強化を図るため、旅 営基盤の一層の強化を図るため、旅客

客自動車運送事業のうち箱根 小田原 自動車運送事業のうち箱根、小田原、、 、

湯河原地区について沼津箱根登山自動 湯河原地区について沼津箱根登山自動

車㈱（新商号：箱根登山バス㈱）への 車㈱（新商号：箱根登山バス㈱）への

分社化を実施するとともに、一部（熱 分社化を実施するとともに、一部（熱

海地区）を㈱伊豆東海バスに営業譲渡 海地区）を㈱伊豆東海バスに営業譲渡

する。また沼津箱根登山自動車㈱は、 する。また沼津箱根登山自動車㈱は、

箱根登山鉄道㈱が出資し東海自動車㈱ 箱根登山鉄道㈱が出資し東海自動車㈱

との合弁会社となる㈱沼津東海バス との合弁会社となる㈱沼津東海バス 新（

） 、（新商号：㈱沼津登山東海バス）に対 商号：㈱沼津登山東海バス に対して

して、沼津地区の営業を譲渡する。一 沼津地区の営業を譲渡する。一方、鉄

、方、鉄道事業においても一層の効率化 道事業においても一層の効率化を図り

を図り、弾力的な事業運営とコスト削 弾力的な事業運営とコスト削減を実施

減を実施し、迅速な事業展開を図るこ し、迅速な事業展開を図ることができ

とができる経営体制とする。 る経営体制とする。

その後、一方の中核的事業である鉄

道事業は、資産と負債の大部分を引き

、継いだ旧来の会社で運営しているため

金利負担や減損会計の適用等の影響を

大きく受け、財務基盤の強化等が必要

な状況となった。

また、箱根エリアにおいて長年にわ

たり交通・レジャー等、様々な事業を

、 、展開し 競争力の強化を図ってきたが

近年の個人消費の伸び悩みや少子・高

齢化等による観光市場の構造変化、観

光地間競争の激化など、事業環境は大

きく変化しているとの認識から、一体

的な戦略に基づく事業運営を図り、効

率的な経営体制を早急に構築すること

となった。

そこで、今般、株主による増資と減

損会計を実施することにより、より強

。 、固な財務体質への転換を図る 続いて

箱根登山鉄道㈱を会社分割して純粋持

ち株会社を形成し、従来各社が個別に

有していた経営戦略機能、営業企画機
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能および後方管理機能を集約、一元化

するとともに、鉄道事業他の事業を新

設の事業会社に移管し、事業運営に特

化させることにより、より一層効率的

な経営体制を構築するものである。

（２）事業再構築の実施時期

（変更前）

開始時期：平成１４年１０月

終了時期：平成１７年 ３月
（変更後）
開始時期：平成１４年１０月

終了時期：平成１７年 ９月
（３）事業再構築の措置の内容

（変更前）

措置事項 実施する措置の内容及びその実施時期 期待する支援措置

事業構造変更

営業又は事 沼津箱根登山自動車㈱ 租税特別措置法

業に必要な 箱根登山鉄道㈱の箱根・小田原・湯河原 第８０条勧告等に

資産の譲受 地区バス営業所土地・建物等の営業譲受 よってする登記の

けによる中 ・１，３２０百万円（土地） 税率の軽減

核的事業の ・６４百万円（建物）

開始、拡大 ・４２７百万円（車両その他資産）

又は能率の 平成１４年１０月

向上

資本の相当 沼津箱根登山自動車㈱の増資 租税特別措置法

程度の増加 ・増資前資本金 ５０百万円 第８０条勧告等に

による中核 ・増資後資本金 ８００百万円 よってする登記の

的事業の開 ・増資額 １,５００百万円 税率の軽減

始、拡大又 資本金組入 ７５０百万円

は能率の向 資本準備金組入 ７５０百万円

上 ・平成１４年１０月

・親会社（箱根登山鉄道㈱）からの増資

（変更後）

措置事項 実施する措置の内容及びその実施時期 期待する支援措置

事業構造変更

営業又は事 沼津箱根登山自動車㈱ 租税特別措置法

業に必要な 箱根登山鉄道㈱の箱根・小田原・湯河原 第８０条勧告等に

資産の譲受 地区バス営業所土地・建物等の営業譲受 よってする登記の
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けによる中 ・１，３２０百万円（土地） 税率の軽減

核的事業の ・６４百万円（建物）

開始、拡大 ・４２７百万円（車両その他資産）

又は能率の 平成１４年１０月

向上

資本の相当 沼津箱根登山自動車㈱の増資 租税特別措置法

程度の増加 ・増資前資本金 ５０百万円 第８０条勧告等に

による中核 ・増資後資本金 ８００百万円 よってする登記の

的事業の開 ・増資額 １,５００百万円 税率の軽減

始、拡大又 資本金組入 ７５０百万円

は能率の向 資本準備金組入 ７５０百万円

上 ・平成１４年１０月

・親会社（箱根登山鉄道㈱）からの増資

箱根登山鉄道㈱の増資 租税特別措置法

・増資前資本金 ２，０００百万円 第８０条の２認定

増資後資本金 ５，３１３百万円 事業再構築計画等・

増資額 ６，６２７百万円 に基づき行う登記・

資本金組入 ３，３１３百万円 の税率の軽減

資本準備金組入 ３，３１３百万円

平成１６年８月・

小田急電鉄㈱（親会社）および神奈川中

央交通㈱ならびに小田急バス㈱からの増

資

会社の分割 ①分割会社 租税特別措置法

による中核 名 称：小田急箱根ホールディングス 第８０条の２（認

的事業の開 ㈱（箱根登山鉄道㈱を下記分 定事業再構築計画

始、拡大又 割期日に商号変更予定） 等に基づき行う登

は能率の向 住 所：神奈川県小田原市城山一丁目 記の税率の軽減）

上 １５番1号（下記分割期日に 租税特別措置法

平成１６年１０月当該住所に 第８１条４項（会

本店所在地を移転予定） 社

代表者：代表取締役 山木 利満（予 分割に伴う不動産

定） の所有権の移転登

資本金：５，３１３百万円 記等の税率の軽

②新設会社 減）

名 称：箱根登山鉄道㈱（商号継承）

住 所：神奈川県小田原市城山一丁目

１５番1号

代表者：代表取締役 高橋 辰輔（予

定）
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資本金：１００百万円

③発行される株式等を引き受ける者

小田急箱根ホールディングス㈱

④分割期日

平成１６年１０月１日（予定）

（４）事業再構築に伴う労務に関する事項

（変更前）
① 事業再構築の開始時期の従業員数 ４３６人
② 事業再構築の終了時期の従業員数 ４５８人
③ 事業再構築に充てる予定の従業員数 ４５８人
④ 上記③のうち、新規採用される従業員数 ２２人
⑤ 事業再構築に伴い出向又は解雇される従業員数※ ２０８人
（※事業再構築に係る営業譲渡に伴う箱根登山バス㈱への出向者・転籍者の
数）

（変更後）
① 事業再構築の開始時期の従業員数 ４３６人
② 事業再構築の終了時期の従業員数 ４５８人
③ 事業再構築に充てる予定の従業員数 ４５８人
④ 上記③のうち、新規採用される従業員数 ２２人
⑤ 事業再構築に伴い出向又は解雇される従業員数※ ２２２人
（※事業再構築に係る営業譲渡に伴う箱根登山バス㈱への出向者・転籍者及
び会社分割に伴う小田急箱根ホールディングス㈱への出向者の数）




